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指定管理料提案額・収支予算書作成方法について 

１ 前提条件 

(1) 様式 

「指定管理料提案額・収支予算書」（様式イ）と「賃金スライドの対象となる人件費に関する提

案書」（様式ウ）があります。 

(2) 提案額 

上限額の範囲内で、年度ごとの提案額を出してください。なお、提案額は、収支予算書の「支出

額」から「その他収入」を差引いた額となります。 

(3) 消費税及び地方消費税 

「10％」として計算してください。 

(4) 上限額 

各年度 17,621,000円の範囲内で交付します。 

なお、小破修繕費（300,000円）は指定額とします。 

(5) 指定管理料の返還 

指定管理料は、原則として返還は求めませんが、年度末に指定管理料精算書を提出していただき

ます。ただし、次に該当する場合には、指定管理料を返還していただきます。 

ア 常勤職員の欠員があった場合（※詳細は申請要項に記載） 

イ 指定額（小破修繕費（300,000円））に残額が生じた場合 

ウ その他区長が必要と認める場合 

(6) その他 

ア 記載欄のスペースが不足する場合は、別紙（様式指定なし）を添付してください。 

イ 提示する条件及び内容は、現時点で想定されているものであり、指定期間開始までの間に条件

等が変更されることがあります。 

 

２ 各記載項目について 

(1) 人件費 

人件費には、給料、賞与、諸手当、交通費、社会保険料及び労働保険料等を含みます。 

職員の雇用にあたっては、労働基準法その他の労働関係法規を遵守することとします。また、職

員配置は、現時点での法令、条例等を基準に積算することとし、指定期間開始までに職員の配置基

準や条件等に変更があった場合には、それに準ずることとします。 

ア 指定管理者制度における賃金水準スライドについて（様式ウ） 

指定管理料提案書における賃金水準スライド対象人件費は、社会一般の雇用労働環境の目安で

ある賃金水準に応じて、指定管理料を変更する仕組み（以下「賃金水準スライド」という。）に基

づき、賃金水準スライドの対象となる人件費に関する提案書（様式ウ）中の「基礎単価」に「配置

予定人数」を乗じた金額となり、様式イに自動計算で転記されます。 

イ 職員配置について 

申請要項に記載のとおり 

 



 

 

 

(2) 事業費 

ボランティアに関する事業、関係機関や地域との連携に関する事業等を実施するために必要な

経費とします。ボランティア講座やボランティアに関するイベントの開催経費、広報誌・紙の発行

やホームページによる情報提供等の広報啓発経費などが想定されます。 

事業費については、利用者から実費相当額の自己負担を求めることができるものとします。ただ

し、自己負担として求められるものは、材料費、講師謝金及びボランティア保険等、一人あたりに

かかった費用の考え方が明確になるもののみとし、光熱水費等その事業にかかった一人あたりの

費用を明確に把握することが困難な経費は、含めないこととします。 

 

(3) 事務費 

事務費は、施設及び設備の提供・利用調整、ボランティアに関する事業等を実施するために必要

な事務経費とします。事務費として想定される内訳は、次のとおりです。 

備品購入費、旅費交通費、通信運搬費（切手代、電話代、インターネット回線使用料等）、

印刷機・複写機等のリース料及び保守料、印刷製本費（利用申請書等の印刷）、各種消耗品

（コピー用紙、事務用品、トイレットペーパーなど。ただし、空調機のフィルター交換等の

施設・設備の保守にかかる消耗品は「管理費」に計上します）、振込手数料、利用調整会議

開催経費、施設賠償責任保険加入費及び第三者評価受審料等 

 

なお、印刷機及び複写機等の使用にかかる印刷費・紙代等の実費は、利用者の負担とし、適切

に徴収します。 

 

(4) 管理費（光熱水費） 

光熱水費は、電気及び上下水道の使用料金です。拠点内に入居する港北区社会福祉協議会（及び

区老人クラブ連合会）の使用分は使用者の負担としますので、負担額を除いた金額を計上します。

本提案にあっては、これら団体の使用面積を除いた面積についての光熱水費（総額の 87％）を積

算してください。 

なお、過去３年間の実績を記載していますので参考としてください。 

 

(5) 管理費（保守管理、環境維持管理費） 

  保守管理及び環境維持管理費は、性能や機能を維持すること等を目的とし、施設の利用者が安全 

で快適に施設を利用することができるように業務を実施していただくための経費とします。 

なお、過去３年間の実績を記載していますので参考としてください。 

 

(6) 小破修繕費（指定額） 

  建物、設備及び備品（点字プリンター及びデイジー図書等の録音機器）に修繕の必要が生じた場

合は、速やかに適切な修繕を行っていただきます。修繕に要する経費は 30 万円を定額で指定管

理料に見込みます。年間 30 万円を超える修繕については、横浜市の予算の範囲内で、追加協定

を結ぶこととします。 

なお、過去３年間の実績を記載していますので参考としてください。 

 

  (7) 団体本部経費 




